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表１ 組織形態の内訳 
組 織 形 態 回答数 割合 
特例民法法人 
特例社団法人 36 11.3％ 
特例財団法人 110 34.4％ 
一般社団法人 24 7.5％ 
一般財団法人 34 10.6％ 
公益社団法人 19 5.9％ 
公益財団法人 93 29.1％ 
その他 4 1.2％ 
合計 320 100.0％ 
（注） 調査票は平成 23 年 7 月に配付。集計可能な調査票は 326 件であったが、そのうち組織形
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Ⅱ 亀甲の括弧〔  〕の中で用いる法令名その他の略語は、次のとおりである。法令名（略語を含む）の前に「旧」とある場合は、旧法令を示す。たとえば、旧民とある場合は、
旧民法をさす。法令名の略語は、有斐閣六法全書の表記に従った。 
民 ………………… 民法（明治29年4月27日法律第89号） 
一般法人 ………… 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年6月2日法律第48号） 
公益法人 ………… 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年6月2日法律49号） 
公益法人令 ……… 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行令（平成19年9月7日政令第276号） 









Ⅲ 亀甲の括弧〔  〕で示す条文は、次のように表記する。法令名は略語による表示とし、条文数は1, 2, 3…、項数は①, ②, ③…、号数は一, 二, 三…で示す。たとえば、
〔一般法人117 ② 三〕は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第117条第2項第3号を意味する。また、〔指導監督基準2 ⑦ 二〕とある場合は、「公益法人の設立許可
及び指導監督基準」及び「公益法人に対する検査等の委託等に関する基準」2.の(7)の②を意味する。 
  




表 2 公益法人諸法対比表 
名称 
特例民法法人 



















































































































































































































































































































































































































一 目的〔旧民37 一〕 




































































































































































































































































































































































































〔公益法人29 ② 二〕。 
三 上記の一、二のほか、法令又は法令に基づく行政


















































可を受けたとき〔公益法人29 ① 二〕。 
三 正当な理由がなく、〔公益法人28 ③〕の規定によ
る命令に従わないとき〔公益法人29 ① 三〕。 
四 公益社団法人又は公益財団法人から公益認定の取








〔公益法人29 ② 二〕。 
三 上記の一、二のほか、法令又は法令に基づく行政















一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 
特例社団法人 特例財団法人 


















こと〔指導監督基準2 ① 一〕。 
 事業内容が、定款上具体的に明確にされていること











〔指導監督基準2 ② 一〕。 
 新たに公益性の高い事業を付加すること〔指導監督










































































導監督基準2 ⑥ 一〕。 
 （業種）収益事業の業種としては、公益法人として
の社会的信用を傷つけるものではないこと〔指導監督


































支出に関する計画〔一般法人整備法119 ② 二〕 
三 前号に掲げるもののほか、第1号の支出を確保す
るために必要な事項として内閣府令で定める事






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































〔 指 導 監 督 基 準 4 ④ 






















































































































































































































































る者〔 一般 法人 173 





























































る者〔一般 法人 173 
①・65 ① 二〕 































































































































173 ①・65 ① 三〕 








































































































































































































































































































































〔 指 導 監 督 基 準 4 ④ 





























































































































































































































































































































































































































































































































一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 
特例社団法人 特例財団法人 























































































































































































































































































































181 ① 二〕 
三 前2号〔一般法人181 
① 一・181 ① 二〕に
掲げるもののほか、法
務省令で定める事項

























































181 ① 二〕 
三 前2号〔一般法人181 
① 一・181 ① 二〕に
掲げるもののほか、法
務省令で定める事項




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































189 ② 六〕 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 
特例社団法人 特例財団法人 
は、〔一般法人37 ②・38 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 
特例社団法人 特例財団法人 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る と き 〔 一 般 法 人





























































る と き 〔 一 般 法 人
197・84 ① 三〕。 





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































197・90 ② 一〕 
二 代表理事及び業務執
行理事の職務の執行
の 監 督 〔 一 般 法 人
197・90 ② 二〕 
三 代表理事の選定及び
解職〔一般法人197・























































197・90 ② 一〕 
二 代表理事及び業務執
行理事の職務の執行
の 監 督 〔 一 般 法 人
197・90 ② 二〕 
三 代表理事の選定及び
解職〔一般法人197・





























































































































197・90 ④ 一〕 
二 多額の借財〔一般法
人197・90 ④ 二〕 
三 重要な使用人の選任
及び解任〔一般法人90 

























































197・90 ④ 一〕 
二 多額の借財〔一般法
人197・90 ④ 二〕 
三 重要な使用人の選任
及び解任〔一般法人


























































































































的 支 出 計 画 実 施 報 告


















































③, 公益法人則33 ②〕。 



































































































































































































































































〔 指 導 監 督 基 準 4 ② 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































65 ① 二〕 
三 一般社団法人及び一
般財団法人に関する


























































































































































































































177・65 ① 三〕 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































余財産の分配を受ける権利」を与える旨の定款の定めは、その効力を有しない〔一般法人11 ②・153 ③ 二〕。しかし、定款に清算時の残余財産の帰属先を謳わない場合は、社運
総会又は評議員会の決議によって剰余金の分配を認める可能性が残っている。ただし、一般社団法人又は一般財産法人が、公益認定の申請をする場合は、「清算をする場合におい
て残余財産を類似の事業を目的とする他の公益法人若しくは〔公益法人5 十七〕イからトまでに掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に帰属させる旨を定款で定めているもので






  上記〔公益法人5 十七〕イからトまでに掲げる法人とは、次の通りである。 
イ 私立学校法（昭和24年法律第270号）第3条に規定する学校法人〔公益法人5 十七のイ〕 
ロ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人〔公益法人5 十七のロ〕 
ハ 更生保護事業法（平成7年法律第86号）第2条第6項に規定する更生保護法人〔公益法人5 十七のハ〕 
ニ 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第2条第1項に規定する独立行政法人〔公益法人5 十七のニ〕 
ホ 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第2条第1項に規定する国立大学法人又は同条第3項に規定する大学共同利用機関法人〔公益法人5 十七のホ〕 
ヘ 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第2条第1項に規定する地方独立行政法人〔公益法人5 十七のへ〕 
ト その他イからヘまでに掲げる法人に準ずるものとして政令で定める法人〔公益法人5 十七のト〕 
 
※一般社団法人及び一般財団法人に関する法律における「残余財産の帰属」に関する規定は次のとおりである。 
 残余財産の帰属は、定款で定めるところによる〔一般法人239 ①〕。前項〔一般法人239 ①〕の規定により残余財産の帰属が定まらないときは、その帰属は、清算法人の社員





ればならない〔旧民72 ②〕。前二項〔旧民72 ①・72 ②〕の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する〔旧民72 ③〕。 
 
【参考文献】 




我妻榮・有泉亨・川井健『民法1 総則・物権法 第三版』勁草書房、2008年。 
  

































































非課税 課税 課税 非課税 



































  法人税法第 2 条第 13 号（収益事業の意義）に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業（その性質上その事業に付随して行われる行為を含む。）とする（法人税法施行令












究機構法（平成 11 年法律第 192 号）第 14 条第 1 項第 3 号及び第 4 号（業務の範囲）に掲げる業務として行うものを除く。） 
七 通信業（放送業を含む。） 
八 運送業（運送取扱業を含む。） 




































社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与する法人をいう。（法人税法第 37 条 4、法人税法施行令第 77 条） 
 
【参考】 
法人税法（昭和 40 年 3 月 31 日法律第 34 号） 
法人税法施行令（昭和 40 年 3 月 31 日政令第 97 号） 
租税特別措置法（昭和 32 年 3 月 31 日法律第 26 号） 
国税庁『新たな公益法人関係税制の手引き』平成 23 年 11 月。 
財務省ホームページ、http://www.mof.go.jp/、「非営利法人に対する課税の取扱い」（「トップページ」→「税制」→「我が国の税制の概要」→「法人税など（法人課税）」→「非営
利法人に対する課税の取扱い」）、2012 年 8 月 25 日閲覧。 
 
付記：本研究は科学研究費補助金若手研究 B（課題番号 22730366）の助成による研究成果の一部である。 
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